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（１）平成 30 年住宅・土地統計調査結果 

・本市の空家率は 9.5％でほぼ横ばいであるが、 

 過去 20年間で空家数は増加傾向にある。 
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・住宅総数に占める「その他の住宅※」の割合は、 

3.1％で、全国平均（5.6％）よりは低いが、平 

成 25 年度（1.8％）より増加している。 
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※その他の住宅…人が住んでいない住宅で、居住世 
  帯が長期にわたって不在の住宅など 

・高齢者のみで一戸建てに居住する世帯の割合は、 

 全国や神奈川県に比べ低いものの増加傾向にある。 
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（４）庁内空家データベース（以下「空家ＤＢ」 

という。）の登録空家の動向調査 

【川崎市まちづくり局調べ】

・平成 29年度と令和 2年度の空家数を比較すると 

ほぼ変わりはない。また、平成 29年度時の空家 

のうち約 43％が解消されている一方で、管理区 

分Ⅰ及びⅡの空家は増加している。

（５）国の動向（「指針」及び「ガイドライン」の 

改定）【国土交通省資料】（令和３年６月改定）

・将来、周囲に悪影響を及ぼすと予見される空家 

等も幅広く特定空家等※1に該当することに留意。 

・居住の用に供しない管理不全空家については住 

宅に該当せず、固定資産税の住宅用地特例※2は 

適用されないことから、必要な対応を行うこと 

が重要。

・災害時等における応急措置実施の観点から、空家 

等の状況等を総合的に判断して、災害対策基本法 

に基づく措置の実施が可能。 

・市町村による、不在者財産管理人または相続財 

産管理人の申立による制度※3の活用。 

（１）計画の背景・目的 

○ 「空家等対策の推進に関する特別措置法」が平成 26

年 11 月に制定され、平成 27 年５月に施行された。

○ 本市において総合的かつ計画的な空家等対策を推進

するため、川崎市空家等対策計画を平成 29 年３月に

策定した。

○ 平成 29 年度から令和３年度の５年間、民間事業者と

連携した中古住宅の流通促進や、空家を地域の自治

会館等として活用する取組みの実施など、予防的取

組、空家等の利活用、良好な住環境の保全に向けた

具体的な取組を、多様な主体と連携し実施すること

で、空家等に対する対策を進めてきたところであり、

概ね計画通りに進捗した。

○ 国において、「空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な指針」（以下「指針」

という。）及び「『特定空家等に対する措置』に関

する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドラ

イン）」（以下「ガイドライン」という。）が、令

和３年６月に改定され、指針において、空家等の発

生の抑制、利活用、除却等の取組を強力に推進する

必要があるとされた。 

○ 国の動向や本市の空家を取り巻く状況の変化等を踏

まえ、今後、増加が見込まれる空家等への対策を一

層推進するため、「第２期川崎市空家等対策計画」

を策定する。

（２）計画の位置づけ 

（３）計画期間 

本計画の計画期間は、本計画の上位計画であり、本

市の住宅・住環境施策の指針である「川崎市住宅基本

計画」の計画期間に合わせ、５年間(R4～R8)とする。

なお、社会情勢に変化が生じた場合など、必要に応

じて計画の見直しを図るものとする。

第２期川崎市空家等対策計画の策定について

１ 計画の背景・目的、位置づけ及び計画期間 ２ 空家を取り巻く主な現状

３ 主な課題 

○ 本市の空家率は他政令指定都市と比較しても低いものの、高齢者のみで一戸建てに居住する世帯の割合や空家数が増加傾向にあることから、所有者等

による主体的な維持管理や空家に関する様々な相談への対応、中古住宅の流通促進など、予防的な取組が必要。 

○ 空家所有者のうち、３割以上がどんな用途にも利用していないなど、様々な理由から空家を有効活用できず、空家期間が長期化していることが考えら

れることから、他施策や地域住民をはじめとした多様な主体との連携による空家利活用の取組が必要。 

○ 第１期計画期間中、「その他の住宅」は増加傾向にあり、また、市による動向調査等においても周辺に悪影響を及ぼすと思われる管理不全空家は増加

傾向にあるため、特定空家等に至らないように管理不全空家に対する効果的な取組が必要。 
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（２）中古住宅の流通状況 

【住宅・土地統計調査、住宅着工統計】

・中古住宅の流通状況は、本市において、近年、

全流通戸数に占める中古住宅の流通戸数の割合 

が高くなっている。 
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（３）空家所有者アンケート調査（H30） 

【川崎市まちづくり局調べ】

・建築時期が昭和 55 年以前（旧耐震基準）の空家

が７割以上を占めている。

・空家の管理を行っている人の割合は７割以上。 

・空家になってからの期間は５年以上が６割以上。

・空家所有者の居住地は、東京都等の市外在住が 

４割以上。 

・空家所有者の年齢は 65 歳以上が６割以上と空家 

所有者の高齢化が進んでいる。 

・空家等になった理由は、「相続したが、他に自分 

 の家があるため」が約 27％と、最も多い。 

・空家等の利用状況は、「どんな用途にも利用して 

いない」が約 35％と、最も多い。 

（５）国の動向 用語の定義 
※１：特定空家等…放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある空家等。 
※２：固定資産税の住宅用地特例…住宅用地に対して、税負担を軽減する制度。 
※３：財産管理人制度…相続人の存在、不存在が明らかでないとき、家庭裁判所は、申立てにより、
  相続財産の管理人を選任する。 
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Ⅰ：建物に著しい破損等がみられる

Ⅱ：樹木が著しく繁茂している等

Ⅲ：建物に軽微な破損がみられる等

Ⅳ：問題なし

274(約 43％)
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空家推移
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踏まえる

則す

反映

川崎市総合計画

都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針
川崎市都市計画
マスタープラン

川崎市地域包括

ケアシステム

推進ビジョン

川崎市住宅基本計画 
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空家等対策の推進に関す

る特別措置法（以下「法」

という。)

国の指針

法律等

国のガイドライン
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基本方針Ⅰ：予防的取組の推進 

（1）空家等の調査【市】

・ＩＣＴ等を活用した空家等の効率的な把握[拡充] 

・庁内空家ＤＢの適正管理・有効活用

（2）市民等への意識啓発【市→市民・所有者等】

・多様な主体と連携したセミナーや相談会の実施、 

ＩＣＴの活用等による情報発信 [拡充] 

・所有者へのＤＭ送付等の直接的な働きかけ 

・まちづくり団体等との連携による意識醸成 [新規] 

基本方針Ⅱ：まちづくりに資する空家利活用の推進 

（1）地域主体の空家活用【所有者等・市民等】

・多様な主体と地域による空家活用の全市的な展開[拡充] 

（2）地域のまちづくりに資する空家の利活用【所有者等・市民等】

 ・空家所有者と利活用希望者とのマッチングを試行しながら、取組 

効果や課題を検証したうえで制度を構築し取組を展開 [拡充]

（3）民間賃貸住宅の空室を活用した支援【支援団体・事業者・市】

・住宅確保要配慮者向けの賃貸住宅の空室の入居支援の実施 

（4）跡地の有効活用【所有者等・市民・市】

・密集市街地の改善に向けた取組との連携 

基本方針Ⅲ：良好な住環境の保全に向けた取組の推進 

（1）適正な管理が行われていない空家等に対する取組【市→所有者等】

 ・所有者による自発的な改善を促す取組の実施 [拡充] 

・関係法令に基づく必要な措置の実施  

・売却や建替え等が困難な敷地に存する空家の対応方法の検討 [拡充] 

・所有者不明空家に対する、財産管理人制度の活用 [新規] 

・管理不全空家等に対する、税制度等の活用の検討 [新規] 

（2）特定空家等に対する措置【市→所有者等】 

・特定空家等に対する空家特措法に基づく措置の実施 

・空家の解消に向けた除却等を促進するための仕組みの検討 [新規] 

基本方針Ⅳ：多様な主体との協働・連携による空家等対策の推進【市・多様な主体】

・基本方針ⅠからⅢの取組を推進するため、多様な主体との協働・連携を推進する 

・各関係部署等の役割等を明確にしたガイドラインの作成 [拡充] 

７ 今後のスケジュール 
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（１）対象とする空家等の種類 

対象とする空家等の種類は、法第 2条第 1項で規定される空家等※のうち一戸建

てを中心とした空家等とする。ただし、次の基本方針Ⅰの予防的取組に関しては、

空家等に至らないものも対象とする。 

※「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないこ

とが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

（２）対象とする地区 

空家は本市全域に分布していることから、市内全域を対象とする。

（３）基本方針 

Ⅰ 予防的取組の推進 

 空家率が比較的低い本市においては、空家等の増加や長期化の抑制とともに、所有

者による維持管理が重要なため、主体的かつ適切な維持管理を促す意識啓発の取組

や、空家等の市場流通の促進など予防的な取組を推進。 

Ⅱ まちづくりに資する空家利活用の推進 

空家等対策と他の施策や多様な主体との効果的な連携による、まちづくりに資する

空家利活用を推進。 

 Ⅲ 良好な住環境の保全に向けた取組の推進 

管理不全空家の放置が周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼすおそれがあるため、管

理不全空家の所有者への早期の働きかけや実効性の高い措置を行うとともに、特定

空家等に対しては、法に基づく必要な措置を講じ、良好な住環境の保全を図る。 

Ⅳ 多様な主体との協働・連携による空家等対策の推進 

 空家所有者、地域住民、各種専門家、民間事業者、ＮＰＯ法人、福祉団体等、多様

な主体と協働・連携した空家等対策を実施。 

４ 計画改定の主なポイント 

本市を取り巻く空家の状況を踏まえると、引き続き、空家化の予防や空家等の効果

的な活用、管理不全化した空家等への適切な対応、及び、これらの取組を進めるため

の多様な主体との協働・連携が必要であることから、第１期計画からの４つの基本方

針に基づき対策を推進する。 

一方で、将来の空家等の増加の懸念に加え、適正に管理や活用が行われていない空

家等の増加、現に周辺に悪影響を及ぼす管理不全化している空家等の増加が見受けら

れるようになってきたことから、各方針に基づく取組を強化し、適切に推進する。 

【第１期計画からの取組の主な強化内容】 

（１）予防的取組の推進 

所有者等への意識啓発の取組や空家等の流通促進に向けた取組を拡充 など

（２）まちづくりに資する空家利活用の推進 

地域による空家活用の取組の全市展開やマッチング制度の構築 など

（３）良好な住環境の保全 

特定空家等に対する措置や関係法令に基づく対応の強化 など 

（４）多様な主体との協働・連携 

   より多くの主体との連携による取組の強化やガイドラインの作成 など 

５ 空家等対策に関する基本方針 

（3）総合的な相談体制【市・専門家団体】

・専門家団体との連携による相談対応 

の実施  

（4）住宅の良質化支援【市→市民等】

・耐震化、長期優良住宅の普及促進 

（5）空家の流通促進【市・事業者等】

・民間事業者等と連携した中古住宅の

流通促進や住宅資産の有効活用の普 

及啓発の促進 [拡充]

マッチング制度窓口 

連携 

○令和４年３月：「第２期川崎市空家等対策計画」策定 

○令和４年３月：まちづくり委員会報告（パブリックコメントの結果）

○令和４年４月～：「第２期川崎市空家等対策計画」に基づく施策の

推進 

マッチング制度概略イメージ図 

【すまいの相談窓口】

専門家団体 

関係局区 
市民文化局、健康福祉局、 

こども未来局、各区役所等 

登録申請登録申請 

マッチング 

連携 

マッチン
グ支援

マッチン
グ支援

専門家 
紹介 

専門家 
紹介 

こういう条件で空

家を貸してもいい 

資産を有効活用し

て欲しい 

空家所有者

空家でこんな利活

用をしたい 

利活用事例 
・地域交流（自治会館、コミュニ
ティスペース、まちのひろば等）

・福祉（高齢者や障がい者の居 
 場所） 
・子育て支援、教育関連 
・子どもの居場所 
・住宅確保要配慮者向け居住 
 支援（グループホーム等） 

利活用者 

派遣 

川崎市 

まちづくり局住宅整備推進課

コーディネーター 

特定空家等対応イメージ図 

助言、指導（法※第 14 条第 1 項）

勧告（法第 14 条第 2 項）

空家等対策協議会（意見聴取）

行政代執行（法第 14 条第 9 項）

命令（法第 14 条第 3 項）

空家情報の把握

現地調査

所有者調査

特定空家等判定会議

（特定空家等の判断・対応方針の決定）

情報提供、改善依頼

６ 計画の進行管理 

本計画に位置付けた取組を着実に推進していくた

めに、計画の進捗を継続的にフォローアップし、次の

計画見直し時において、計画全体の取組結果について

検証を行います。 

（４）基本方針ごとの主な取組

※法…「空家等対策の推進に関する特別措置法」

相談

課題解決

の確認

回答の
送付

相談対

応依頼

川崎市すまい

の相談窓口 

（川崎市住宅

供給公社）

専門家団体 

相談者

(空家所

有者等)

相談体制実施イメージ図 

相談対応

凡例：【市】：市が実施、【○○・△△】：○○及び△△が連携して実施、

【市→○○】：市が○○に対し働きかけるもの


